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　　　I　序

　一般に教育は人間形成であるから，企業内教

育とは企業が主体となり，企業構成員を対象と

して，企業目的達成のための人的条件を整える

ことを［的として行なう教育である、

　勿論ここで企業内教育というのは一般の用語

法に従ったのであって，個別経済体の行なう教

育としては経常内教育と称することも可能であ

ろう。一事業場についていえぱEmp1oyee　tram一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
mg　and　d．eve1opmentのm－P1ant　programsと

いう呼び方にあたる。しかし「……内教育」と

いうとき，それは教育の行なわれる場所に重点

があるのではなくて，その教育のもつ特殊な性

格が重視される必要がある。その特殊性は企業

と経営，一般に個別経済のもつ本質から発する

ものである。そこで先づ個別経済の特質を考察

することにする。

　注Da1eYoder，Persome1Principleand

　　Po1icies，2nd　ed，P．345．

　　　皿個別経済の特質

　個別経済の本質は谷口吉彦博士によって古典

的な規定が与えられている。即ち「国民経済学

と経営経済学とはその認識又は研究の対象を異

にするものであり，一は意識的計画的統一的な

単独経済の経済活動を，他は此の経済活動の無

意識的結果として杜会的に成立するに至る経済
　　　　　　　　　　　　　　　（1）
現象を認識し研究するものである。」経営経済

学の対象たる経済活動は，「一の経済主体がそ

の意識的計劃の下に一定の経済行為を意思的に

統一する活動，即ち企業を計劃し実施し継続す

る活動，物財を生産し売買し消費する活動」で

あるのに1対して国民経済学の対象たる経済現象

は，「単独経済の意思的活動が，多数に社会的

に競合する時は，葱に各白の意識から独立した

無意識的な一つの杜会現象として」発生する経

済事象であって，物価現象，金融現象，景気現

象等である。つまり個別経済の特質は，一定の

〔的を実現せんがために（［的性），

両の下に（意思性），組織的に（組織惟），統一

的に（統」昨），継続して（継続性），経済行為

を実施する、点にある。個別経済は朴会締済の構

成要素であり，両者は部分と全体との関係にあ

るが，その関係は単なる機械的ある1、・は算術的

なものではない。谷口博士の用語に従えば，個

別経済の経済活動の単純な算術的総和が社会経

済の経済現象であるのではな1、・。例えば個別経

済たる資木制企業はそれぞれ最大限利潤の獲得

を同ざして経済活動を遂行するにも拘わらず，

杜会経済における経済現象としては平均利澗が

成立するのである。杜会総資本の運動において

は，個別資本家の意識に上らず，個別資木の考

宰にわいては認識し得られないにも拘わらず，

個別資本の運動に対して決定な関係をもっとこ
　　　　　　　　　　　　（2）
ろの，諸法則が支配している。個別経済の法則

的認識を任務とする経営学と，社会経済の法則

的認識を任務とする経済学という二つの経済科

学が成立しているのもこの理由に基づく。勿論

個別経済ないし経済活動と社会経済ないし経済

現象とは全く異質のものではなく，両者は相互

予定的であり，弁証法的関係において理解しな

けオユ蔓まならない。

　処で個別経済を社会経済から区別する最大の

Merkma1は意思性にある。個別経済は意思経

済たる点に特質があり，比瞼的にいえば個別経

済は頭脳をもっている。その頭脳が個別経済の

目的を措定し，その目的達成のための諸活動に

組織性と統一性を与え，かくて個別経済の維持
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発展（継続性）を確保するのである。之に対し

て社会経済は，社会主義体制の場合を除いて

は，頭脳がない。それは無意思経済である。従

って目的性も組織性もない。この故に資木制経

済の無政府性が指摘されるのである。しかし無

意思的1無政府的である杜会経済も統一性と継

続性を有する。それは全体たる社会経済と部分

たる個別経済との弁証法的関係による。即ち個

別経済を契機として社会経済の統一性が成立

し，かかる統一的全体として社会経済は存続し

発展していくのである。無政府的な社会経済に

おいて客観的な諸法則が支配しているのは決し

て矛盾ではない、

　社会経済を構成する個別経済には古川専士に
　　　　　　　　　　　（3）
よれば三種のものがある。即ち政府，家政と企

業である。前二者は消費を，企業は生産を目的

とする個別経済である。勿論ここにいう什産は

最広義のものであって，物財の生産のほか生産

物の流通に関する経済行為や，いわゆるサービ

スの遂行をも含んでいる。経営学の対象が企業

であり，財政と家政についてはそれぞれ別個の

学問が成立していることは周知の通りである。

注（1）谷口吉彦稿r商業の本質及び商業経営学に

　　　就いて」（中田寅雄著「経営経済学一P．44．

　　　より引用）

　　（2）中西著，上掲書　P．／7．参照。

　　（3）古川栄一著r新版経常学通論」P．5．以下

　　　参照。

　　　皿　経営と企業

　先に筆者が企業円教育は経営内教育と称する

ことも可能であろう，と述べたのは厳密には正

しくない。それを明らかにするには経常と企業

との関係を解明する必要がある。

　人間の経済的生活の根本的事態は「生の困

窮」つまり人間の意欲を満すべき客体が，意欲

との関係にわいて相対的に制隈され．ているとい

うことであり，従って「欲求とこれに対する調

達との持続的調和．jが経済の理念として与えら
　　（1）
れる。「生の困窮」の存在，従って経済の理念

は超歴史的なものである。人間はいかなる時

代，いかなる杜会にあっても「生の困窮」に悩

み，その克服のために経済的行為を行なう。人

間の欲求を満すべき客体の支配は第」次的には

向然に対する働らきかけ一生産によって行なわ

れるのであるから，生産が基本的経済行為であ

り，什折の基礎である。経済財の生産は人間の

存て乍にとって超歴史的な条件である。また什会

的分業が成立するや否や，経済貝才の流通二酉己給

や各種用役の遂行も体制無関連的に必要とな

り，それらなくしては白然との物質代謝も不可

能となる。しかも人間は生産や流通1サービス

などの経済行為も孤立的に行なうのでなく，協

働的に，社会的に行なう。生産はいかなる時代

⑧場所1条件の下にあっても杜会的生産であ
　（2）

る。人間は生産にわいて，労働力として白然に

相対するばかりでなく，相互に協働的な人間関

係を取り結ぶ。勿論人間は徒手空挙で白然に立

ち向うのではなく，技術的手段＝生産手段が必

要である。生産は協働的な人間と技術との組織

体を必要とするわけである。この意味にわける

組織体を経営と呼ぶ。従って経営は超歴史的な
　　　　　（3）
概念である。

　然し生産はいつの時代でも，又どこでも同じ

様式で行なわれるのではない。生産の発展は同

じ様式の下で，ただ量的な発展として現われる

のではない。生産の発展を生産物の量的な増大

として考えるならば，それは生産の技術的諸力

の発展として量的に考えることも可能である

が，生産がその申で行われる枠＝様式は段階的

発展を遂げ，その差異は質的なものである。そ

れは，とりわけ，生産において結びついている

人間の諾関係についていえることである。従っ

て生産は具体的，現実的には，それそれ質的に

異なる歴史的諸段階において，特殊歴史的な制

度の申で行なわれる。資本主義杜会における経

営的生産も当然にその特有な制度を有するもの

であって，経営の歴史的⑧杜会的に制約された

特殊資本主義制度を企業と称する。

　以上によって経常と企業とは統一体の二面を

なすことが明らかであろう。杜会経済の構成単

位たる個別経済は実質的生産の組織体としては

経営であ1），資本主義的原理に基づいて組織さ
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れた経営，換言すれば資本主義的経営が企業に

他ならない。資本制杜会の個別経済は，かくし

て，経営と企業という二つの契機をもってい
　（4）

る。然しこの二つの契機は調和的関係にあるの

ではなくて，相互矛盾的関係にある。それは近

代経済社会の二重構造に対応している。例えば

Veb1enによれば近代経済社会では，一方にお

いて所有の原理，利潤追及の原理，生産物の販

売性志向という諸原理ないし行為規準の体系が

企業制度（bus1ness　mst1tut1on）をなし，他方

において生産の原理，能率の原理，生産物の杜

会的用役性志向という諸原理ないし行為規準が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
経営制度（mdustr1a1mst1tut1on）を形成する。

これはいうまでもなく資本制杜会における生産

が商品生産であり，単なる有用財：使用価値の

生産ではなくて，同時に価値および剰余価値の

作産であることに基づいている。使用価値の小

産としては経営制度の諸原理に支配され，価値

および剰余価値の生産としては企業制度の諸原

1理に従う。批判的経営学にわいて，例えば巾酉

博士が資本家的商品生産過程を労働過程と価値

増殖過程との統一となし，「労働過程における
　　　　　　　　　　　　　　　（6）
諸要素の統一的な単位体が経営」であり，その

諸要素は専ら特定的な物として考察されるか

ら，労働過程における組織体たる経営は「一つ
　　　　　　　　　　（7）
の技術的範固壽である」と規定され，之に対して

「価値増殖過程における単位体が企業である。

　　・この意味において企業の木質は個別資本の

価値増殖運動に外ならず，資本の価値増殖上の
　　　　　　　　　　（8）
機能的単位体である，」従って経営と企業とは対

立的統一物の両側面に過ぎないとされるのは，

同じ視角からの認識である。Commonsも個別

経済にわける諸生起諸過程を，労働過程つまり

労働者や経営者などの協働による価値形成の過

程と，所有過程つまり生産された価値の配分過

程として把え，所有過程の構造化したものが企

業であり，労働過程の構造化したものが経営体
　　　　　　　（9）
であるとした。

　近代経済杜会にわける経営と企業という二っ

の契機の相互矛盾的関係は，その個別経済構成

員が相互にとり結ぶ杜会関係の性格をみれば明

らかである。即ち経営は生産を行なう労働技術

邦　　夫

的組織であるから，経営社会関係の構成員とし

ては経営者は生産過程の計画，指導，監督の機能

を果し，労働者はその下で相共同して生産の執

行的機能を果すのであって，その関係はMarx
　　　　　　　　（10）
が指摘したように，オーケストラの指揮者と

演奏者の如く協働的である。そこでは協働，能

率の諸原理が支配するのであって，その意味で

経営はGemeinschaft：労働共同体である。之

に反して企業は資本の増殖過程における価値分

配的1経済的組織であるから，企業杜会関係の

構成員としては企業者は労働力の買手としての

価値収取的機能を果し，労働者はその売手であ

って，両者は賃金その他労働条件をめぐって対

立的⑤階級的関係に立つ。そこには利澗追及，

Costの諮原理が支配し，したがって企業は

Gese11schaftである。

　然し経営と企業とが相互矛盾的でありながら

統一物をなすことを忘れてはならな：、・。両者を

直接に同一視することも，差別のみを視ること

も誤りである。近代的経営を共同体として一色

に塗｛）つぶすことも，搾取制度としてのみ視る

ことも，何れも一面的であり偏向を免れない。

それは経営的諸関係と企業的諸関係とを併せも

つところの一重構造体である。たた資本制経済

社会では企業的諸関係が経営的諸関係に対して

優位を占めることは否定できない。

　注（1）福井孝治著「経済と社会」P．9－10参照。

　　　（2）以下，流通＝配給やサービスについても同

　　　　じことが妥当するので，特別な場合を除いて，

　　　生産をもって代表させる。

　　（3）経営が超歴史的・自然的範囲壽であるという

　　　　ことは、それが時問的に変化しない，という

　　　意味ではない。生産の組織体として，それは

　　　例えぱ労働手段や労働組織の進歩によって，

　　　手工業経営，マニュファクチュア経営，機械

　　　制工場経営などと変化する。

　　（4）占部博士が「経営とは，要するに，一定の

　　　制度的環境の下で経営手段の援助を借りて，

　　　多人数の協働をもって経済財の生産および配

　　　給を持続的に行うところの動態的な構成体で

　　　ある」（占部都美著「近代経営管理論」P．4）

　　　　とされる場合，一定の制度的環境を背負って．

　　　いるが故に，単なる経営ではなくて，上述の
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　二重の契機をもつ構成体，資本主義的制度に

　即していえば企業的経営に他ならない。

（5）占部都美著「新版近代経営学」P．346参照。

（6）および（7）中西寅雄著，前掲書P．68．

（8）上掲書P．69なお故北川宗蔵教授も，個

　別資本循環における労働過程の契機が経営で

　あり，価喧増殖過程の契機が企業であって，

　両者は不可分の弁証法的契機をなす。但し，

　外延的には数個の経営が一個の企業に包摂さ

　れることがある，と述べられた。（大阪市立

　大学経済研究所編「経済学小辞典」P．177－

　／78．参照。）

（9）占部著「新版近代経営学」P．353．参照。

㈹　「資本論」（長谷部文雄訳）第一部下P．555．

　参照。

　　　　w　企業内教育の管理的性格

　近代経済社会にわける個別経済の行なう教育

訓練を考察するにあたっても，上述の弁証法的

な認識が極めて重要である。これを企業内教育

ということも経営内教育ということも厳密には

正しくないというのはこの理由に基づく。両者

は同一性とともに差別性を有する。勿論言葉の

詮索は重要ではないので，以上の認識を前提と

して，一般の用法に従って企業内教育を用いる

のである。また時に応じて経常あるいは企業な

る語を用いる。

　さて，筆者は先に企業内教育の特質は個別経

済のもつ本質から発すると述べたが，それは経

営的分野と企業的分野との二重の意味に解しな

ければならない。個別経済は意思経済であって

頭脳をもってわ1），その巾の一一切の諸生起諸過

程はその頭脳によって計両的に統一されてい

る。諸生起諸過程の計画的統一という動態的機

能を一般に管理というならば，管理は経営的諾

関係と企業的諾関係との二面にわたって個別経

済の維持発展のために行なわれる。企業内教育

訓練も同じ管理的立場から行なわれる。企業内

教育のこの管理的’性格は企業内原理に立脚する

ものであって，その点で公教育と区別される。

公教育は杜会的原理に立つ。公教育といえども

広く制度的な制約一資本制的な枠を出ることは

できないが，それにも拘わらず，それは特定の

個別経済（それが如何に独占的大企業であろう

とも）の管理的要求に従属するものではないコ

　　　　V　二企業内教育の管理的基礎

　近伐的経営の存続発展のためにはさまざまの

条作が満たされなけれぼならない。筆肯はそれ

らの条件を，（1）外部的条作への適応，（2）内郁的

条件の調整，わよび（3嘩新的職能の遂行の三つ

に分けて考察し，そこにおける人間的要素，従

って企業内教育の役割を検討してみることにす

る。前二者は適応的条件で泣）～1，後者は革新的

条作である。

　1．外郁的条件への適応

　外部的条件の第1は市場である。近代的経営

は社会経済の構成単位であるから，外部的条件

は先づこの関係において生ずる。生産経営にあ

っては生産要素たる生産手段および労働力の購

入と生産物の販売という二つの流通過程におい

て他の個別経済との関係に入る。この場合の個

別経済はいうまでもなく取行先たる企業ばかり

でなく，家計や財政をも含む。家族経済は労働

力の売手として，また消費財の買手として企業

にとっては重要な外部的要因をなすし，財政の

役割も後述のことくますま丁重要となってい

る。市場条件への適応がfa▽ourab1eに行なわれ

なければ近代的経営は自からを維持することが

できない。このことは，とりわけ，その企業的

契機について言い得るのである。資本制経済秩

序においては生産の有用性と有効性とは前もっ

て保障されているのではなくて，その生産物が

販売されたときに事後的に承認されるにすぎな

い。従って市場的条件は企業にとって決定的な

重要性をもつということができる。

　第2に生産技術の発展である。資本制経済は

個別的原理，従って自由競争原理に立脚してい

るので，近（、的経営は相互に競争的関係に立っ

ている。勿論生産手段の購入と生産物の販売に

わいて他の企業に依存しており，その限りでは

補完的関係に立っているが，そのことは企業間

0）競争関係を否定するものではない。生産の技
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術的必要から，即ち経営的視点からは，縦にも

横にも相互依存関係に立つ近代的経営は，経

済的つまり企業的視点からは相互に激しい競争

閑係に立つ。と！）わけ，規模が拡大し経営が多

川化しつつある企業の珊状にわいては競争はま

すます重概激化しているのである。慨箏に敗れ

ることは企業の減亡を意味するから，競争場仰

で優位を占めることが企業にとって0）絶対的要

請となる。資木主義的競争に打ち勝つ最も＝行力

な武暑斥はコストの引下げ，あるいは生産性の向

上であり，その最も有力な手段は生産技術の発

展である。少くとも杜会的平均的な技術水準に

達しない企業は早かれ晩かれ競争場裡で敗退し

なければならない。現今の如き技術的進歩の著

るしい時代にあっては社会的な技術水準の変化

に対して速やかに適応することが必要である。

　第3．に政府の政策に対する適応がある。既述

のように経済的単位としての政府（財政）は個

別経済であるけれども，その役割は資本主義の

発展期にわける控え目で消極的なものから，独

占段階に入るや量的にも質舳こも拡大深化し

た。特に第一次大戦巾にわける国家の経済に対

する強力な干渉⑧統制1管理を契機として国家
　　　　　　（1）
独占資本主義なる段階を生むに至った。世界恐

慌以後1930年代に現われてきた資本主義の新し

い傾向は国家の強力な経済的機能を軸として展

開したものである。今や国家は課税権者とし

て，老大な財政支出による需要者として，或い

は道路，港湾，治山，治水等の社会資本の建設

者として個別経済に強く影響するばかりではな

い。更に進ん，で，限定された意味にわいてであ

ろが，経済の組織者であ！），生産の調整を行な

う。勿論，厳密な意味での計画経済は杜会主義

体制でしか行なわれ得ず，資本制生産の無政府

性は，国家の力がいかに強大になっても根本的

には排除されるものではないが，国家独占資本

主義の下では限定された意味での国家の経済に

わける組織者，調整者としての機能を現実の問

題として認めねばならない。ある学者は階級支

配の道具二「暴力装置」としての国家を「政冶的

国家」とよび，之に対して経済の組織肴，調整

者としての国家を「経済的国家」とよび，二元

邦　　夫

　　　　　　　　　　（2）
的に国家を把えている。かくの如く国家の経済

的勢力が増大している以上，政府の行なう政策

に対する直接1間接の適応なくして企業の存続

⑧繁栄があり得ないことは明らかであろう。

　第4に，労働組含の存花も無侃することはで

きない。わが国では労働組合は企業別組合0）形

態をとっている場合が多く，単位組合の構成員

は当該企業の従業員のみであるので，労働組合

は内郁的条件の要素を強くもっている。然し企

業別組合はわが国にのみみられる特殊な形態で

ある。労働組合の本来的なあり方は横断的労働

市場を基礎とした職能別ないし産業別組織形態

であって，企業にとっては外部的条件をなす。

こ0）場合，労働紅合は労働力の供給，労働条f／ト

の決定について交渉権眼をもつので，近代的経

営は経営的にも企業的にも労働組合との調整な

くしては存続⑧繁栄を期することはできない。

　第5は貨幣資本の提供者である。企業は先づ

貨幣資本の調達をもって発足するので，その提

供者なくして企業は存在しえない。貨幣資本の

提供者のうち，金融機関や社債権者の如き他人

資本の提供者が外部的条件をなすことはいうま

でもないが，近代的経営にあっては白己資本た

る株式資本の提供者＝株主が経済的⑧実質的に

は外部的条件となっていることに注意しなけれ

ばならな1、・。即ち資本の動員によって利潤証券

たる株式が利子証券化し，株式と杜債の差異が

実質的には消滅している。株式資本は法律的形

式的には白己資本でありながら，経済的には他
　　　　　　　　　　　　（3）
人資本化しているのである。更に近代的経営に

おける所有と経営との分離，従って経営白主体

の戊立という現実は大多数の株主を無機能化

し，彼等は「経営から離れて，経営体の外で，経
　　　　　　　　　　　　　　（4）
営と異なる利害に立つにいたる，」つまり株主は

企業のいわば外的利害関係者となった。株主は

本来企業の内部的要因でありながら，経済の発

展に伴い実質的には外部的条件に転化したので

ある。貨幣資本提供者への適応は企業利澗の珊

大によろ経済二的誘囚を与えることに帰着すろ。

　注　（1）大内力稿「国家独占資本主義論ノート」（経

　　　　済評論／962年8月号）を参照されたい。

　　　（2）大内，上掲論文P．／8参照。
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（3）占部都美著「経営形態論」P．131以下参照。

（4）平井泰太郎編「経営学辞興」P．227．

　2．内部的条件の調整

　先づ近代的経営の構造を主として占音肘曹士の
　　（1）
所説に触れつつ述べてみよう。

　経営の構造は経営の諦要素によって規定され

る。経営の諦要素としては（1）市場と資木，（2）経

営手段，（3）労働力，（4）経営過程の四者がある。第

1の市場と資本は資本制市場経済という特殊歴

史的条件の下で経営にとって不可欠の要素であ

る。第2の経営手段は経営の物的手段である。

生産に即していえば一般に咋産手段と呼ばれる

ものにあたり，従って労働手段と労働対象とを

含んでいる。経営は既述の如く狭義の直接的生

産のみならず流通（分配，交換）やサービスも

行なうので，その意味では経営手段という用語

がより広い妥当性をもつものといえる。第3の

労働力は何らかの種類の使川榊直を、生産するに

役立つところの，精神的わよぴ肉体的な諸能力

をさすが，それは生きた人間存在のうちに実存

し，従ってそれを担う人間を伴わずには経営に

入り込むことができないという特殊性をもって

いる。即ち労働力は二重性をもってわり，物と

しての労働力は作業組織の申で経営手段と結び

ついて経営の技術的構造を形成する要素となる

が，それはまた人間的側面では経営の社会的構

造を形成する要素ともなる。第4の経営過程と

は上記の三要素を合目的的に結合する動態的な

活動である。占部博土は市場と資本，経営手段，

労働力を客体的要素，純営過程を主体的要素と’

されている。

　さて，以上の経営の諸要素から経営の構造が

導き出される。即ち，市場と資本という要素か

ら，収益，費用，利澗の関係として利潤原則を

指向する経済的構造，経営手段と労働力とが技

術的生産の遂行のために結びつけられ，一定の

秩序づけられた閑係としての技術的構造，わよ

び労働力の担い子として経営に入り込！しだ人問

相互の関係としてのトi1会的構造であづて，絡常

はこれら三層の構造をなしている。これら三つ

の構造的側而の桐互関係について占部博士は次

　　　　　　　　　　　（2）
のように述べていられる。経営の具体的構造の

申核に組織がある。ところで固有の意味にわけ

ろ紳織とは「共馴乍業の秩序、1つま舌）「経常□
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
的の達成に南1按志向する人間の付会閑係一であ

り，「一定の共通目的を達成するための人間の
　　　　　　　　　（4）
行為の体系である」から，それはほぽ前記経営

の諦要素のうち「経営遇程一にあたるものであ

ろう。この組織のあり方を具体的に決定する制

約要困は歴史杜会的環境と牛産技術とである。

牛産技術が経営過程に取り入れられたものが技

術的構造であり，これが経営の下部構造をな

す。之に対して歴史杜会的環境は経営の上部

構造を規定し，その変化は経営の具体的構造に

決定的な影響をもっている。「資本主義という

特定の歴史杜会的環境は，それに固有の経営の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
歴史杜会的関係を形成せしめているのである。」

経営の上部構造たる歴史社会的関係は経済的構

造と杜会的構造との二者を含んでおり，それら

が技術的構造と一定の秩序にわいて結びつくこ

とによって経営の具体的構造が決定される。近

代経済杜会における経営は使用価値牢産のため

の技術的構造，杜会的構造（人間関係構造），

経済的構造（生産経済的構造）ばかりでなく，

資本制的環境によって規定されるところの，技

術的構造，社会的構造（労使関係構造），経済

的構造（収益経済的構造），つまり企業的構造

をも併せもつものとしてその構造を具体的に決
　　　　　　　　（6）
定されるのである。生産技術と歴史社会的環境

とは相互作用関係にあるが，「独自の原理一を

もって発展する生産技術の方がより起動的な力

力もっている。

　以上主として占部博士の所説に準拠し筆者の

理解に従って近代的経営の構造をみてきたので

あるが，企業内教育の管理的基礎の解明という

当面の目的のために，これらを再構成して（a庄

体的契機とlb喀体的契機の二者に分けて考察し

てみることにする。

　経常の主体的契機は労働力であそ），客体的契

機は経営乎段である、勿論，労働力や経常手段

は単なる静態的要因ではなくて，経常にわいて

いわぼ生きて働らく経営過程の契機である。近

代的経常にわける緑常過程は先づ貨幣形態をも
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ってはじまる。生産経常にあっては，この貨幣

をもって生産の諾要素つまり労働力と生産手段

を購入し，ついでこれらを結合して現実に機能

させ，生産的に消費することによって新たな生

産物を得る。次の段階で生産物は商品として市

場で販売されて再び貨幣形態に復帰し，さらに

第二の循環に入る。商業経営にあっては牢産過

程を欠き，商品の購入と販売という，商品を対象

とする二重の流通過程によって循環が構成され

ている。何れの場合にわいても後の貨幣は最初

の貨幣より大きく，その差額が経営過程におい

て得られた剰余である。即ち，貨幣や商品の流

通過程と商品の生産過程との諸操作が経営過程

の内容をなし，それによって剰余価値を獲得す

るのが近代的経営である。経営過程は労働力の

行使，っまり生きた労働が経営手段をとらえて，

之を運動させるところに成立するのである。休

止せる経営手段，例えば操短で運転を休止して

いる機械は生産力ではない、生きた労働，例え

ば機械工の労働がその機械をとらえることによ

って始めてその機械は機能を発揮し生産力とな

るのである。筆者が労働力を経営過程の主体的

契機であるというのはこの意味である。労働

力，従ってその相い手たる人間は経営にわいて

決定的重要性をもっ。

　処で経営の特質はその管理的性格一経併沽醐

が意識的計両的統一的に行なわれるということ

である。また近代的経常は多人数の協働として

成立するのが特巳である。従って経営過程の労

働としては単に作業労働ばかりでなく，経常過

程を計而し，組織し，指揮し，統制し，調幣す
　　　　　　　　　　　　（7）るという今穿王弔う3唖動をもで㌃む。

　経営の諸要素として先にあげたもののうち，

市場は外部的条件であるから経営白体の要素か

らは除かれるし，資木を要素的な視点から視る

ことは必ずしも適当ではない。資本は白已増殖

的な価値であって，絶えず貨幣，生産手段，労

働力，商吊という風に形態を変換しつつ増殖を

遂げていく価値であって，その他に特別な要素

としての資本があるわけではない。資木は資木

主義という特定の歴史杜会的環境にわける経営

のあり方を価値1的に規定している範晴である。

邦　　夫

次に経営過程は経営要素を結合する動態的な活

動であるから，それ自身は要素とはなり得な

い。か（て近伐的経営の要素としては，胴別貴

本が循環過程でとるさまざまな形態，つまξ〕貨

幣，生産手段，労働力，商品があるわけであり，

筆者はこれ．らのうち労働力を主体的要因とな

し，その他のものを」拓して経倣手段と称し，

客／本的要困としたのである。労働力が経営手段

と一定の秩序にわいて結合し生産力の発揮が行

われるという側面が経営の技術的構造をなし，

労働力の担い手として経営に入り込んだ多数の

人間が，或いは経営手段を媒介として，或いは

作業と管理という機能的関係にわいて，柵亙に

交渉し合うという側面が杜会的構造をなす。ま

た資本制経済にわける経営は使用価値の生産を

行うばかりでなく，同時に企業として価値の生

産と分配との単位体であって，この側而が経済
　　　　　　　　　　　（8）
的構造をなすものである。

　以上において近代的経営の存続1発展の内部

条件を吟味したのであるが，その決定的な条件

が主体的契機たる労働力，従ってその担い手た

る経営構成員にあることが明らかとなった。企

業内教育は労働力の維持⑤培養と企業にわける

人間形成とを直接の目的としている。

　　（1）占部都美著「近代経営管理論」P．5－8参照。

（2）占部都美著「新版近代経営学」P．／79参照。

（3）上掲書P，47．

（4）上掲書P．79．

（5）上掲書P．176．

（6）　「社会的1技術的人間関係はいかなる杜会

　経済形態のもとにあっても存在するものであ

　る。けれども，あらゆる社会経済形態のもと

　にもあるということは，それ白休としてみれ

　ば，現実的1具体的には存在しないというこ

　とを意味している。それは一定の杜会関係

　（生産関係）によって質的特徴づけがおこな

　われて存在しているものである。すなわち労

　働力が商品（価値1）として社会的規定をうけて

いるところの社会にあっては，かかる社会的・

技術的人間関係は単なる人間関係　（human

re1atiOnS）ではなくして，労資関係としてあ

らわれ，特殊な対立関係においてあるのであ

る。」（醍醐作三著「労務管理論序説」P．49．
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（7）H．Fayo1は規模の大小、単純，複雑に関

　係なく，すべての企業の行なう活動として次

　の6つをあげている。（1）技術活動（生産，製

　造，加工）（2）商業活動（購入，販売，交換）（3）財

　務活動（資本の調達と管理）（4）保全活動（財

　産及び人員の保護）（5）会計活動（財産目録，

　貸借対照表，原価，統計等）（6）管理活動（予

　測，組織，命令，調整及び統制）（Henri　Fayol，

　L’Administration　industrieヱ1e　et　g6n台ra1e，

　19／6．都筑栄訳P．3．）

（7）周知のようにKoontz＆O’Donne11は

　manage皿entの仕事はgetting　things　done

　through　peop1eである，といっている。

　（prヨncip1es　of　Managem－ent，／955．Pre｛ace）

（8）占部博士は経営の継続性の条件として組織

　的均衡を挙げられ，経営が存続し繁栄する条

　件は，一方では組織の対内的均衡に，他方で

　は組織の対外的均衡に依存している，とされ

　る。しかしこの場合，対内的均衡というのは

　組織が各構成員の協働的意志を刺戟するに充

　分な誘因（経済的わよび非経済的）を提供す

　ることであり，それ以外の条件はすべて対外

　的均衡の内容をなくして1、、る。従ってmorale

　わよびその誘因だけが組織の対内的要素であ

　り，技術的構造や市場経済的構造のみならず

　「厳密に解釈すれぱ経営に生ずる白生的な人

　問社会構造も組織に対して対外的要素をな

　す」とされているのである。　（占部著「新版

近代経営学一第9章参照）これは筆者が外部

的④内部的条件という場合と視点を異にして

　いる。

　3．革　　　　　新

　近代的経営の存続1繁栄の第三の条件は革新

である。外部的条件や内部的条件の適応調整は

現在の条件・与件をより合目的的1合理的に再

構成したり，経営がこれらに適応したりするこ

とである。然し現在の条件。与件に変化がない

限り社会経済の静態の如く，経営にとっても飛

躍的発展はあり得ない。資本主義的競争下にあ

る経営が現在の情況にのみ合理的に適応してい

一るならば，単なる存続からやがては競争場裡か

ら敗退する他はないであろう。経営の「動態」，

発展はSchumpeterのいわゆる「創造的破壊」

　（CreatiYe　deStruCtiOn）を現在の条件蝪与件に

加えることによってのみ可能である。この創造

的破壊の過程こそ革新に他ならない。例えば生

産技術の社会的水準は外部的条件として与えら

れる。経営は少くともこの水準の技術を取り入

れて自已の技術的構造を形成しなけれは競争に

耐えることができない。然しこの技術的構造を

整えるだけでは多かれ少かれ改良はあっても，

技術水準自身に変化がないから，経営の飛躍的

発展を期待することはできない。現在の技術そ

のものに改革を加え，社会的水準より一歩ぬき

んでた技術を完成して，技術的構造を一新した

経営は，その技術が一般化して社会的水準とな

るまでは，強力な競争能力を保持して超過利潤

を収め，飛躍的発展を遂げ得るのである。革新

はそのような性格をもっている。

　発展の契機としてSchumpeterのあけた革断

の内容はよく知られているように，（1）新商品の

生産，（2）新午産方法の導一入、，（31新販路の開拓，

（4噺獲得資源の占拠，（5）新組織の達成，を含み，

何れも経併を取りまく現在0）情況に働らきかけ

て，これらを合目的的に改革するという創造的

破壊の過程に他ならない。Druckerも革新の役

制を極めて高く評価して，会糺が繁栄するか否

かは，革新の分野にわける汚動と成功如何によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛1）
って知ることができる，といっている。彼によ

れば二種類の革新，即ち「製品又はサービスに

わける革新とそれらを供給するに必要な各種技
　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
能や活動における革新」とがある。

　革新職能を果す者はSchumpeterによれば企

業者である。彼にあっては企業わよび企業者の

概念と革新とは不可分離であって，革新（新結

合）を遂行することが企業であり，革新の遂行
　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
を職能とする個人が企業家である。筆者も企業

者あるいは経営者が革新職能の重要な担当者で

あることは否定するものではない。然し革新職

能は彼等のみが遂行するという考えには賛成で

きない。筆者は経営の構成員すべてが多かれ少

かれこの職能を果すことを強調したいのであ

る。かってAdam　Sm1thは分業の利益の一項

〔として，同じ仕事を専門的に繰返し行なう結

果として，その仕事に必要な機械の発明が促進
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　勝　　部

　　　　　　　　　（4）
されると述べたが，この場合技術的構造の革新

は「極めて普通の職工」（common　workmen）

の創造力の結果である。また製品開発は近代的

経営のカナメであって革新の重要内容をなして

いるが，その為にはアイデア即ち創造的思考が

必要である。製品開発のためのアイデアの源泉

としては「消費者の示唆，セールスマンその他

白已の従業員の示唆，販売店の意見，競争製品

の観察や分析，　般の発明家や白から商品化す

る資力のない研究機関の発明，白己の研究機関
　　　　　　（5）
の発明など」，要するに経営内部と経営外部の

源泉がある、いうまでもなく経営管理の立場か

らは経営内部のアイデアの開発が重要で，提案

制度やbra1n　sto・mmgなとの方法が採られて

いる。提案制度にしても企業意識の酒養という

労務管理的な目的ももっているが，適切な運営

’をすれば従業員の創造的思考の開発という点で

も大きい効果を挙げるのである。アイデアの開

発は勿論製品開発の分野にのみ必要であるので

はない。経営過程のあらゆる領域において月干要

であり，それに基づいて技術的⑧社会的⑧経済

的⑧全構造のそれ，ぞれにわいて革新が行なわれ

、る。

　企業者⑧経営者は白己の創意あるいはstaff

を駆使して革新を行ない，また開発されたアイ

デアの採川と実現についての意思決定の責任者

であるから，彼等が革新職能の重要な担当者で

あるのはいうまでもないが，そのことのために

他の構成員の革新における役割を軽視すること

は正しくない。Druckerも革新の源泉を外部

（市場，顧客，大学，研究所，実務家，思想家など）

と内音匡とに求め，内音にの源泉の開発こそ繁栄の

鍵であり、外部の成果に依存することは企業の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
将来にとって十分ではない，といっている。

　近代的経営の行なう革新は内部的条件のみに

限らない。現代の独占的大企業が外部的条件を

も積極的に改変し，それを自己の繁栄にとって

fa▽ourab1eなものにすることは極めて普通なこ

とであるし，または重要な経営戦略でもある。
　　　　　　　（7）
例えは管理価格や強力なmarket1ngの諾戦術

によって市場的条件を改変することや，政府の

諸政策がb1g　busmessにとって極めてfavour一

邦　　夫

ab1eな条件をつく！）山し，前に述べた国家独占

資本主義たる範騰を生み出すなど，近代的経営

の外部的条件に対する革新的事例は甚だ多い。

　以上筆者は革新職能は企業者1経営者の専有

ではなくて，経営の全構成員が果すものである

ことを指摘した。全構成員の汚渡な革新的活動

が企業をとりまく現在の外音盾的および内部的諦

与件1条件を創造的につくりかえ，企業の繁栄

をもたらすのである。

　従って企業者⑧経営者はいうに及ばず，各級

管理者から労働者にいたるまで全構成員の創造

的能力の開発は，企業の繁栄にとって極めて重

要な条件をなすものといわねばならない。この

点にわいて現在の企業内教育は十分機能を果し

ていないと考えられる。

　注（1）C壬．PeterF，Drucker，ThePracticeo｛

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

（7）

Managem－ent，P．70．

　Op．Cit．，P．68．

　C｛．J．Schumpeter；The　Theory　of　Eco－

nomic　Devebpment，P．74．

αAdam　Smth　The　Wea1th　o｛Na－

tions，Mod－ern　Library　ed．，p．g．

　高宮晋編「体系経営学辞典」P．849．

　α．Peter　Drucker，op．cit．P．69＆P．

70．

　岩尾裕純編「日本のピッグ・ビジネス」P．

87｛参照、

　　　　w　結　　　　　び

　企業内教育は「真に有能適格なる経営構成
　（1）

員一をつくり上げることが目的であるから，そこ

における人間形成はあくまで企業内原理にした

がう。それは企業の合理的運営を期するための

管理活動として行なわれるのであって，特定の

企業のもつ諮条件のもとで，そこでの人的秩序

を整えるという機能をもっている。それは企業

内原理ないし管理目的にしたがうという点で，

公教育にわける職業教育とちがっている。公教

育における人間形成の口標は「人間としての全
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
休性」（Human　who1eness）であつて，特定企

業にとっての「有能適格」ではない。例えば技

術教育にわいても，特定段階の技術休系に習熱
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企業内教育の管理的基礎

した，その階段のいわば典型的労働力の育成の

みが課題であるのではない。勿論公教育といえ

どもそのような杜会的適応の機能をも果すが，

公教育としては進んで技術体系の基礎的知識技

能を有し，現段階の技術を駆使しうるとともに

その技術水準を一層高めていく技術的創造能力

を与えるという，革新的機能をも果すべきであ
。（3）

Q　O

　企業内教育は管理の一部門たる人事管理ない

し労務管理の申に位置づけられている。然しこ

のことは管理の便宜に出づるのであって，企業

内教育が実質的意義において部分的管理機能に

従属することを意味するのではない。繰返し述

べてきたように，人間は経営にわけるキ体的契

機である。物の秩序と人の秩序との総合体たる

経営において人の秩序が根源であること，人間
　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
の優位性を確認しなければならない。経営構成

貝の白発的協力を確保することを本質的機能と

する人事管理は，それ故に，すべての管理階

屑，すべての管理形態に浸透する基礎的管理機
　　　　r5）
能である。有能適格な経営構成員の育成にあた

る企業内教育も当然に経営にとって基礎的重要

性をもつ。Druckerも業種，経済的条件，規

模，発展段階を問わず，すべての事業において

重要な八つの領域の巾に，「経営者の能力と育

成j（manager　performance　and　de▽e1opment）

と「労働者の能力と態度一　（worker　perform－

anCe　and　attitude）の二者をあげ，これを無視

するならぼその事業は市場の地f、ア，技術的優

イ立，生三盾…但仁，4又益竹三を二にい，王塗‘こは任版看しなけ

れぼならない，と強調している。なぜならば

「企業は共同体であξ），企業の業績は人間σ）業
　　　　　　　　　　（の
績であるから」である。

　企業内教育は企業内原理に基づきつつも，

育である限り，適応と革新という二つの機能を

果さねばならない。有能適格な企業構成員は企

業の内音匹的曲外部的条件にpassiveに適応する

だけでは不十分である。刺造的・革新的能力を

もつ人間であることが企業の繁栄にとって」屑

重要である。然るに従来企業内教育は適応的機

能に重点がかカ）りすぎている。経営者教育⑧管

理者教育ではやや革新灼内容も盛られている

が，労働者教育においては革新的機能は殆んど

考慮されていない。技術的教育が「熟練労働力
　　　　　　（7）
の定着1確保1」だけを目的とし，企業の現在の

技術的条件に合わせて労働者の部分的能力のみ

を伸ばすこと，また精神教育1思想教育が労働

者に企業意識。帰属意識を植えつけることに終
　　　　　（8）
始することは経営者視点からの適応教育に他な

らない。然し適応的教育によっては企業はせい

ぜいその存続を図りうるにすぎない。企業がき

びしい競争に耐えて繁栄するためには，企業構

成員が活灘な革新的能力をもたねばならない。

すべての従業員に創造的能力を開発することこ

そ真に企業の繁栄を保障する教育であり，真に

1川向きの，高次の経営者的視点というへきであ

る。例えば技術教育にわいても「労働者が技術

の急速な進歩と主体的に対応できるようになる
　　　　　（9）
ことを保障」し，さらに技術の推進に主体的に

参加する能力を啓発するのである。それは企業

内教育が個別企業的原理にあわせて杜会的原理

をもつにいたることを意味する。そのためには

企業内教育に対して，すべての構成員が何らか

の形で「経営参加」をすることが必要であ（），

また効果的でもあろう。

注　（1）平井泰太郎編「経営学辞典」P．338．

　　（2）拙稿「職業教育とクラフト④ギルド」　（1島

　　根大学論集第皿集，1952所収）参照。

　　（3）佐藤芳夫教援は，大学における技術者の養

　　成について，技術の現状を教えるのみでは十

　　分でないとして，次の如く指摘されている。

　　　「技術革新に対処して産業界が，独創力のあ

　　　ろ，白力で新しい技術を開拓してゆけるよう

　　な技府者を求めている。……このような能力

　　　を養成するには先づ……各分野の基礎知識を

　　十分に養わねばならない。……各分野の基礎

　　知識を系統的に整理，総合して一つの動作原

　　理をあみ出し，これを製晶にで発展をさせる

　　　といった，科学の技術化ともいうべき訓練が

　　望まれる」（佐藤稿「科学の技術化」昭和37

　　年8月30日付靭日新聞）この独創性の開発が

　　企業内教育にもひとしく妥当すろことは後述

　　の通りである。

　（4）高田馨稿r経営理念と経営教育」　（亀井辰

　　雄編r経営教育の理論と実際…所収P，29．）
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勝　　部　　邦　　夫

　参照。

（5）古川栄一編「経営学」　（経済学演習講座）

　P．205－204．参照。

（6）　α．Drucker，op，cit．P　P．63－64．

（7）吉村励著r現代の賃金理論」P．94．

（8）長谷川広著「労務管理論」P．236．および

　労働調査協議会編「職業技術教育と労働者」

　P．16．参照。

　（9）労働調査協議会編，上掲書P．16．

　　　　　　　（昭和37年9月5日受付）
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